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④LNG火力の拡大



電力需要の拡大？

• データセンター、半導体工場の立

地により、電力需要が増加すると

の予測をもとに電源開発の議論。

• 過大な予測が、原子力や火力発電

所の新設・維持の口実として利用。

• さらに、火力発電への支援施策を

次々と整備。
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脱火力をどのように進めるのか
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LNG火力の位置づけ

• 電力需要の増加や供給の安定性確保等からトランジション手段（移行期）

• 温室効果ガス排出量が少ない（石炭・石油と比べて）

• 将来的に水素の活用、CCUS導入による脱炭素化が可能

• 長期脱炭素電源オークションを通じてLNG火力の新設・リプレースを促

進。

• LNG長期契約の確保を促進する措置
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エネ基（案）から抜粋



LNG火力の問題点

• LNG火力はトランジション手段として適切ではない

掘削作業時におけるメタン漏れが推定を大幅に上回っている。

パイプラインによる輸送時に多量の温室効果ガスが排出される。

液化やタンカー輸送を含めた全体のエネルギー消費量が石炭を上回る。

• 水素の活用、CCUS導入

生産時に大量のエネルギーが必要で、多くが化石燃料由来で、完全な脱炭素化には課

題がある。

CCUSの導入についても、現時点では技術的・経済的な実現性が低く、商業ベースで

普及が進んでいない。

• LNG長期契約の確保を促進する措置の導入検討。
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火力依存につながる２つの施策
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• 容量市場の整備

将来の電力需要を安定的に満たすため、発電事業者に対して供給能力（発電

設備や発電量）を確保する見返りとして報酬が支払われる仕組み。

旧型火力発電所への補助金として機能する場合が多く、結果的にCO2排出

の高い発電所の延命を助長し、脱炭素化の進展を遅らせる懸念がある。

• 長期脱炭素電源オークションの開始

脱炭素化を前提としているものの、LNG火力の新設やリプレースを正当化

する手段となっている。LNG火力の新設・リプレースを促進している。

落札電源は、稼働時から20年間毎年約定価格が固定で支払われる。



LNG火力の新設・リプレースを促進

• 石炭火力の新設計画が進む傍ら、

LNG火力の新設も相次ぐ。

• 2013年以降に運転開始のLNG火力

47基 2,400万kWに達する。

• 石炭火力の廃止もままならず、さらに

LNG火力の新設が続く。
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【ポジションペーパー】ガス火力の1000万kW新設計画は廃止すべき

第7次エネ基で脱火力に道筋を（2024年10月7日）
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容量市場で既存火力を延命

• 落札全体の7割が火力

• LNG火力が4割超を占める。

• 非効率石炭火力のフェードアウト

（退出）を誘導と言うが、実態は既

存の発電所を維持・温存。

• 変動電源の再エネ（太陽光や風力）

は対象外。
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https://www.occto.or.jp/market-board/market/oshirase/2023/20240124_youryouyakujokekka_kouhyou.html
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長期“脱炭素”電源という名の火力支援策
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• 容量市場での火力の落札に加え、長期脱炭素電源で“新設”を促進

• “脱炭素電源”との名称が付けられる

が、実態は火力新設の補助制度。

• 落札電源は、稼働時から20年間毎年

約定価格が固定で支払われる。

• 2050年までの脱炭素化ロードマッ

プの提出が求められるが、必要な削

減の時間軸と不整合。

• e-メタン、水素混焼、CCUS…様々。



高い削減目標、再エネ目標 望む企業の声
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• 脱炭素社会を目指す企業団体「日本気候

リーダーズ・パートナーシップ（JCLP）」が

提言を公表。

• 2035年までに温室効果ガス75%以上削

減（2013年度比）、再エネ比率６０%以上

を求めている。

• 再エネ拡大と同時に、徹底した省エネの必

要性についても言及。



パブコメのポイント
• LNG火力の新設は脱火力を妨げる

すでに新設計画が多数あり、このままでは大量のCO2排出を長期間、固定化してしまう。

容量市場、長期脱炭素電源の制度は、廃止又は抜本的な見直しが必要。

• IT需要による電力需要の過剰予測による影響

電力需要は不確実性があり、過剰予測であった場合、コストの高い発電設備が運転を続けら

れなくなり、座礁資産化の恐れ。過剰設備により、消費者負担の増加も懸念される。

• 再エネ拡大の政策を強く打ち出すべき

再エネ普及を望む市民の声、再エネを使いたい企業が要望する、高い削減目標、再エネ割合

を示すべき。

• 脱炭素火力では、排出削減が間に合わない

アンモニア、水素混焼などの技術は、高コストで、根本的なCO₂削減にはつながらない。

現状、低コストで導入可能な技術を優先する施策が必要。
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参考）事業者から提出されているロードマップ
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e-メタン

水素混焼→専焼

CCS

ブルー水素
グリーン水素

CCS
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